
大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

特許保有件数 0 0.000 その他

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中） ○

共同研究の進捗管理とフィードバック

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

産連本部 他部署 外部委託

0 0 0 0

実務担当者数 4 28 0 0 0

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

0

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

3,277 7 10,858 8

https://www.tcue.ac.jp/list/kbpo.html

■受託研究
2017年度 2018年度

110 0

研究グループ研究支援チーム

吉田　正和

kenkyushien@tcue.ac.jp

0 0 0 0

027-344-6244

件数

688 2 713

10％以上15％未満 有

1

688 2 713 1

688 2 713

受入額（千円） 件数 受入額（千円）

1

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

金額 件数

0

無 有 無

　基 礎 情 報

公

立 高崎経済大学

外部資金
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究

インセンティブ設計あり インセンティブ設計なし

大学・民間企業以外

受入 派遣

民間企業

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

株式の取扱等規程、ポリシー

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象）

実施時期

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

有 無 有 無 部屋数

URA当たり研究者数

実務担当者数 0 大学発ベンチャー数

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

2 G09 教育、暗号方法、表示、広告、シール 1

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

1 A61 医学・獣医学；衛生学 2

特許出願件数 2 0.024 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 2 0.024 その他

特許権実施等件数 4 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0 0.0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 3 27 1,860 4 350 1

産連本部 他部署 外部委託

1,860 4 850 2

実務者当たり研究者数 0 0 500 1

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

5,053 9 2,572 7

■受託研究
2017年度 2018年度

82 2

550 1 550 1

0

1,550 2 550 1

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

1,550 2 550 1

1,000 1 0

金額 件数

41,900 31 2,250

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費の割合を定めていない 有 無 有 無

　基 礎 情 報

公

立 札幌市立大学

外部資金

2
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 平均(目安)交渉期間

産学連携本部が関与した共同研究 0

民間企業 内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

大学・民間企業以外

インセンティブ設計なしインセンティブ設計あり

受入 派遣

実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

1 A61 医学・獣医学；衛生学 1

特許出願件数 1 0.011 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 6 0.066 その他

特許権実施等件数 2 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 1 0.5

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

共同研究の進捗管理とフィードバック ○

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記 ○

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中） ○

共同研究等の企画・提案 ○

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

実務担当者数 1 91 253 1 0 1

産連本部 他部署 外部委託

253 1 0 1

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

3,403 4 6,445 6

http://researcher.auhw.ac.jp/search/index.html

■受託研究
2017年度 2018年度

91 0

地域連携推進課

永澤芽衣

017-765-4085

m_nagasawa@auhw.ac.jp

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

50 1

金額 件数

0

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費の割合を定めていない 有 無 有 無

　基 礎 情 報

公

立 青森県立保健大学

外部資金

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業 内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

大学・民間企業以外

インセンティブ設計なしインセンティブ設計あり

受入 派遣

実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

　基 礎 情 報

公

立 青森公立大学

無 有 無

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

金額 件数

0

0

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

間接経費の割合を定めていない 有

受入額（千円） 件数 受入額（千円）

yoshioka@b.nebuta.ac.jp

017-764-1555

件数

0

https://www.nebuta.ac.jp/for-general-region

■受託研究
2017年度 2018年度

46 0

総務企画グループ　総務企画チーム

吉岡　純平

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

100 1 500 2

100 1 100 1

実務担当者数 2 23 100 1 100

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

1

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

産連本部 他部署 外部委託

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う 特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

有 無 有 無 部屋数

URA当たり研究者数

実務担当者数 0 大学発ベンチャー数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象）

実施時期

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

株式の取扱等規程、ポリシー

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

民間企業

インセンティブ設計なし

大学・民間企業以外

受入 派遣

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

0 平均(目安)交渉期間 1ヶ月以上3ヶ月未満

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究

インセンティブ設計あり

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

公

立 秋田公立美術大学

　基 礎 情 報

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

10％以上15％未満 有 無 有 無

金額 件数

9,360 7 3,050 1,430

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

kikaku@akibi.ac.jp

■受託研究
2017年度 2018年度

67 0

事務局企画課

加藤　愛華

018-888-8478

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

3,382 1 1,620 1

0 0 0 0

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

実務担当者数 4 17 0 0 0 0

産連本部 他部署 外部委託

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

特許権実施等件数

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

大学発ベンチャー数 インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 0

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象） 有 無

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名 実施時期

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

株式の取扱等規程、ポリシー

インセンティブ設計あり インセンティブ設計なし

受入 派遣

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

民間企業 内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

大学・民間企業以外

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究 0 平均(目安)交渉期間 3ヶ月以上6ヶ月未満

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

　基 礎 情 報

公

立 長岡造形大学 教育研究及び地域貢献の視点から地域社会や企業等と協働研究を推進し、新たな価値を創出する。

無 有 無

デザイン

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

金額 件数

0

0

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

間接経費の割合を定めていない 有

受入額（千円） 件数 受入額（千円）

nid-rp@nagaoka-id.ac.jp

0258-21-3471

市内他大学・自治体・企業等との一体的な連携活動

件数

0

https://www.nagaoka-id.ac.jp/society/

■受託研究
2017年度 2018年度

54 1

研究推進課

内山　健史

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

9,431 12 8,932 7

3,037 5 108 1

実務担当者数 1 54 3,037 5 108

実務者当たり研究者数 0 0 0 0

1

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

産連本部 他部署 外部委託

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う 特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

1 G04 時計 1

外部資金

1
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

有 無 有 無 部屋数

URA当たり研究者数

実務担当者数 0 大学発ベンチャー数

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象）

実施時期

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

株式の取扱等規程、ポリシー

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

民間企業

インセンティブ設計なし

大学・民間企業以外

受入 派遣

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

0 平均(目安)交渉期間

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究

インセンティブ設計あり

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備

長岡市が進める大手通坂之上町地区市街地再開発事業「米百俵プレイス（仮称）」
を拠点として、長岡市内4大学1高専、長岡市、長岡商工会議所が一体となって「人
材育成・産業振興」を推し進める構想。

概要 体制図等

NaDeC（Nagaoka Delta Cone）構想

長岡市長への提案書（平成29年11月13日）

デザインによる地域の魅力の再発見・再定義
（沿線地域の市花を描いた車両デザイン）

http://www.katomodels.com/hobbycenter/product/roundhouse/000933.php

新型車両のデザイン

・技術の新しい点、パフォーマンスの優位性
・ファンディング、表彰等
・参考ＵＲＬ

・民間企業等から大学等に求められた事項

イベント兼用列車が新型車両として多くの人に認知され、鉄道模型として製造されることと
なった。

・研究開発のきっかけ

北陸新幹線開業に伴う信越本線の経営分離により、えちごトキめき鉄道開業を記念した新
型車両のデザインをすることとなり、本学がその依頼を受けた。

地元を始めとした多くの人たちから愛され、親近感を覚えてもらう車両デザインが求められて
いる。

・成果

・平成27年度：えちごトキめき鉄道のイベント兼用列車の新型車両のデザインに授業課題と
して取り組み、学生アイデアが採用
・平成30年度：鉄道模型として製造・販売

・実用化まで至ったポイント、要因

鉄道模型　えちごトキめき鉄道「3市の花号」

概要 図・写真・データ

・この成果により解決が図られた現在社会が直面する課題

えちごトキめき鉄道「3市の花号」（ET122-8）
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

　基 礎 情 報

公

立 都留文科大学

無 有 無

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

金額 件数

0

0

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

間接経費の割合を定めていない 有

受入額（千円） 件数 受入額（千円）

yasunori@tsuru.ac.jp

0554-43-4341

件数

0

なし

■受託研究
2017年度 2018年度

118 0

経営企画課

小林　泰憲

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

0 0

実務担当者数 0

実務者当たり研究者数 0 0

0

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

産連本部 他部署 外部委託

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う 特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

有 無 有 無 部屋数

URA当たり研究者数

実務担当者数 0 大学発ベンチャー数

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象）

実施時期

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

株式の取扱等規程、ポリシー

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

民間企業

インセンティブ設計なし

大学・民間企業以外

受入 派遣

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

0 平均(目安)交渉期間 3ヶ月以上6ヶ月未満

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究

インセンティブ設計あり

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針

大学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

民間企業
のみ 位

大企業 位

中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

運営費交付金 百万円

研究者数 名 実用化数 件

窓口

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

民間企業
のみ 位

産学連携担当部署 大企業 位

名 中小企業 位

※順位は2018年度の受入額を国公私立で比較したもの

※専門家を配置している場合は、赤色で表示されます。

産学連携業務分担

※該当する業務は、赤色で表示されます。

　基 礎 情 報

公

立 岐阜県立看護大学

無 有 無

科研費 その他政府系資金

(千円)

民間資金

(千円)

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

金額 件数

0

0

■共同研究
2017年度 2018年度

順位※

間接経費の割合を定めていない 有

受入額（千円） 件数 受入額（千円）

soumu@gifu-cn.ac.jp

058-397-2300

件数

0

なし

■受託研究
2017年度 2018年度

50 0

総務企画課

齊藤　碧

順位※
受入額（千円） 件数 受入額（千円） 件数

0 0

0 0

実務担当者数 0

実務者当たり研究者数 0 0

0

共同研究等の企画・提案

専門家の配置 弁護士 弁理士 税理士 公認会計士 その他

産連本部 他部署 外部委託

契約書での成果目標、達成時の明記

共同研究契約の締結/判断（契約権限の集中）

共同研究の進捗管理とフィードバック

企業ニーズに適応した技術移転・事業化提案

職務発明の帰属
大学 発明者 不実施補償の取扱

未設定 契約雛形の条項に従う 特許権実施等件数 0 実施等件数
あたり

研究者あたり 不実施補償を求めない場合がある 特許権実施等収入（千円） 0

特許出願件数 0 0.000 原則、不実施補償は求めない

特許保有件数 0 0.000 その他

出願数上位技術分野（2018年公開）

順位 IPC 分野 件数

外部資金

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上

民

間

と

の

受

託

研

究

件

数

金 額特許出願・活用実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

0 ～100万 ～300万 ～500万 ～1000万 ～5000万 ～1億 1億以上

民

間

と

の

共

同

研

究

件

数

金 額

件数

100

10

1

特

許

権

収

入

百万円

特許保有件数 件

0

20

40

60

80

100

120

0 200 400 600 800 1000 1200
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、赤色で表示されます。

産学連携へのインセンティブ

クロスアポイントメントの実績（人）

件

件

クロアポ規定 企業とのクロアポ 件

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実用化事例

インキュベーション施設

相談窓口 支援ファンド 有 無

有 無 有 無 部屋数

URA当たり研究者数

実務担当者数 0 大学発ベンチャー数

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設立ポリシー・推進計画 支援総額（千円） 利用件数

有 無知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学生対象）

実施時期

共同研究取扱規程

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象） イベント名

株式の取扱等規程、ポリシー

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学生対象）

研究成果有体物取扱規程

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学生対象）

発明補償関係規程（教職員のみ対象）

民間企業

インセンティブ設計なし

大学・民間企業以外

受入 派遣

内、マッチングを行い、契約締結した件数 0

0 平均(目安)交渉期間 3ヶ月以上6ヶ月未満

産学連携本部が関与した1000万円以上の共同研究 0

有 無 可能 不可 分野横断型共同研究

インセンティブ設計あり

組織的産学連携活動

ベンチャー支援体制

産学官連携を目的とした主なイベント・外部の展示会等

その他の体制整備
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